「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る補助事業者の
公募要領
平成２１年６月
環境省
水・大気環境局
自動車環境対策課
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る補助事業者を公募する。
１．総則
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る補助事業者の公募の実施については、この要領に定める。
２．業務内容
次世代自動車の普及を促進することによって地球環境の保全に資するため、廃棄物運搬車としてハイブリッド自動車及び天然ガス自動車を導入する者に対して補助金を交付する事業（以下「間接補助事業」という。）である。（別添１参照）
３．予算額
間接補助事業の予算額は、35億円である。なお、間接補助事業に必要な経費のうち、業務管理費は4,700万円を上限とする。
４．応募資格
(1) 次のいずれかに該当する者であること。
①民間企業
②独立行政法人通則法(平成11年法律第103号）第2条第1項に規定する独立行政法人
③特例民法法人並びに一般社団法人・一般財団法人（公益社団法人・公益財団法人を含む。）
④法律により直接設立された法人
⑤その他環境省が適当と認める者（国及び地方公共団体は対象としない。）
(2) 公募要領を入手し、説明会に参加した者であること。
５．説明会の開催
(1) 日時
平成21年7月7日(火)14時～
(2) 場所
環境省　第4会議室(23階)
６．募集に関する質問の受付及び回答
(1) 受付先
東京都千代田区霞ヶ関1-2-2
環境省水・大気環境局自動車環境対策課
ＦＡＸ：03-3593-1049
(2) 受付方法
ＦＡＸ（A4、様式自由）にて受け付ける。（電話、来訪等による問合せには対応しない。）
(3) 受付期間
平成21年7月8日(水)までの平日の10時から17時まで（12時～13時は除く。）とする。
(4) 回答
平成21年7月9日(木)17時までに、説明会参加者に対してＦＡＸにより行う。
７．提出書類、提出期限等
(1) 提出書類（様式１）
①　企画書（別添２）「「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る企画書作成事項」による。）
②　経費内訳書
間接補助事業を実施するために必要な経費のすべての額（消費税及び地方消費税額を含む。）を記載した内訳書
③　提出者の概要（会社概要等）が分かる資料
(2) 提出期限等
①　提出期限　平成21年7月14日(火)17時
②　提出書類の提出場所　６．(1)に同じ
③　提出部数　8部
④　提出方法　持参又は郵送による。
郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。（提出期限必着のこと。）
⑤　提出に当たっての注意事項
ア　持参する場合の受付時間は、平日の10時から17時まで（12時～13時は除く。）
イ　郵送する場合は、封書の表に「自動車低公害化推進事業公募関係書類在中」と明記すること。提出期限までに提出先に現に届かなかった企画書等は、無効とする。
ウ　提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うことはできない。また、返還も行わない。
エ　１者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申し込みを行った場合はすべてを無効とする。
オ　参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。
カ　虚偽の記載をした企画書等は、無効とする。
キ　企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
ク　提出された企画書等は、環境省において、審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。公募の結果、補助事業者になった者が提出した企画書等の内容は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号）に基づき開示請求があった場合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示される場合がある。
ケ　企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行っている場合は、業務の執行に当たりその履行を担保するため、協力の内容、態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めることがある。
８．企画提案会の開催
(1) 企画提案会を開催する。開催場所、説明時間、出席者数の制限等については、有効な企画書等を提出した者のうち必要に応じて行う書面審査を通過したものに対して平成21年7月14日(火)18時までに連絡する。
(2) 上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出した企画書等の説明を行うものとする。
(3) 説明を行う者は、原則として、業務を請け負った場合における主たる業務実施責任者とする。
９．審査の実施
(1) 審査は、（別添３）「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）に係る企画書審査の手順」及び（別添４）「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）に係る企画書等審査基準及び採点表」（別添４）に基づき、提出された企画書等について行い、業務の目的に最も合致し優秀な企画書等を提出した１者を選定し、補助事業者候補者とする。
(2) 審査結果は、企画提案会参加者に遅滞なく通知する。
（別添１）
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」の概要
１． 事業額
3,500百万円
２． 補助対象経費の区分
(1)　自動車低公害化推進事業費
間接補助事業に要する経費〔注　参照〕
(2)　業務管理費
労務費、募集説明会等費、審査委員会費、旅費、通信費、消耗品費、システム運営費、事務所維持費、光熱水費、一般管理費
３．事業実施期間
交付決定日～平成22年3月31日（原則）（単年度事業）
注）間接補助事業（自動車低公害化推進事業費により実施）
(1) 補助対象
廃棄物運搬者又は自動車リース事業者が導入する次世代自動車（廃棄物運搬車であり、かつ、次に掲げるものに限る。）
①　ハイブリッド自動車
②　天然ガス自動車

(2) 補助対象経費

次世代自動車導入費（ハイブリッド自動車又は天然ガス自動車として設計・製造されたものの車両本体価格又はリースによる導入に必要なリース経費の総額）
(3) １台当たりの補助額
	交付対象者
	補助対象経費
	導入する次世代自動車
	補助金の交付額

	
	
	種類
	最大積載量
	

	地方公共団体
自動車リース事業者（地方公共団体に次世代自動車をリースする場合に限る。）
	次世代自動車導入費
	ハイブリッド自動車
	4トン未満
	980千円

	
	
	
	4トン以上
	2,750千円

	
	
	天然ガス自動車
	4トン未満
	980千円

	
	
	
	4トン以上
	3,200千円

	地方公共団体以外の者（収集委託業者、収集許可業者等）
自動車リース事業者（地方公共団体以外の者に次世代自動車をリースする場合に限る。）
	次世代自動車導入費
	ハイブリッド自動車
	4トン未満
	490千円

	
	
	
	4トン以上
	1,375千円

	
	
	天然ガス自動車
	4トン未満
	490千円

	
	
	
	4トン以上
	1,600千円


備考　この表において「最大積載量」とは、架装前の状態における最大積載量をいうものとする
(4) 補助予定台数
約4,650台
(5) 募集方法

公募により受付（募集期は複数回）
（別添２）

「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る企画書作成事項

企画書は、以下の項目について、別紙様式２Ａ～２Ｅに従い作成すること。

１　業務に対する理解度
本業務に対する理解度を審査するので、次世代自動車の普及を促進することの意義について、本業務では特に廃棄物運搬車としてハイブリッド自動車及び天然ガス自動車を導入することを踏まえ、別紙様式２Ａに従い記述すること。
２　業務の実施方法等の提案

以下の提案事項について、別紙様式２Ｂに従い記述すること。
①　補助対象の要件の詳細について具体的に提案すること。

②　周知・募集の方針について具体的に提案すること。

③　審査の方針について具体的に提案すること。

④　交付の方針について具体的に提案すること。

⑤　業務に係る個人情報保護の方針について具体的に提案すること。
３　業務全体の実施フロー

業務全体の実施フローを別紙様式２Ｃに従い記述すること。
４　業務実施体制

配置予定の業務管理者の経歴、手持ち業務等を様式２Ｄ-1に、業務の内容ごとの業務従事者の配置、役割分担等を様式２Ｄ-2に従い記述すること。
５　業務実績

過去5年間に従事した廃棄物関係業務の実績について、別紙様式２Ｅに従い記載すること。
（別添３）
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る企画書審査の
手順
１．企画書審査委員会による審査
水・大気環境局内に設置する「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）に係る企画審査委員会」（委員は下記のとおり。以下「企画書審査委員会」という。）において、提出された企画書等の内容について、審査を行う。
○　企画書審査委員会の構成
委員長　水・大気環境局総務課長
委　員　水・大気環境局自動車環境対策課長
　　　　水・大気環境局自動車環境対策課課長補佐
　　　　水・大気環境局自動車環境対策課課長補佐
　　　　水・大気環境局自動車環境対策課課長補佐
＊　委員長及び委員は、出席が困難な場合は、同じ課の者を代理として出席させることができる。
２．企画書等の審査方法
(1) 「「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る企画書等審査基準及び採点表」（別添４）に基づき、委員ごとに採点する。
【採点基準】



５点満点
１０点満点
・　優（十分満足できる）


　５点

　×２
・　良（満足できる）


　３点
・　可（満足できるレベルよりやや劣る）
　１点
・　不可（満足できない）


　０点
(2) 上記(1)により算出された委員ごとの採点結果の平均点を算出し、その点数が最も高い者を補助事業者候補者とする。
(3) 平均点が同点の場合、次の基準で補助事業者候補者を選定する。
①　「優」の数が多い者を補助事業者候補者とする。
②　「優」の数が同数の場合は、「良」の数が多い者を補助事業者候補者とする。
③　「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い者を補助事業者候補者とする。
④　「可」の数も同数の場合は、委員の多数決により選定する。
（別添４）
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」に係る企画書等審査
基準及び採点表
委員名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者名　　　　　　　　　　　
	
	審査項目
	審査基準
	配点
	採点

	
	
	
	
	小計
	

	業務に対する理解度

（様式２Ａ）
	次世代自動車の普及を促進することの意義に関する理解度
	廃棄物運搬車としてハイブリッド自動車及び天然ガス自動車を導入する者に対して補助金を交付することの意義に関する理解が適切であるか評価する。
	10
	10
	

	業務の実施方法等の提案

（様式２Ｂ）
	要件の設定
	本補助金の目的・趣旨を的確に踏まえて補助対象の要件の詳細が設定できるか評価する。
	10
	50
	

	
	周知・募集
	本補助金に係る周知・募集の方針の妥当性について評価する。
	10
	
	

	
	審査
	本補助金に係る審査の方針の妥当性について評価する。
	10
	
	

	
	交付
	本補助金に係る交付の方針の妥当性について評価する。
	10
	
	

	
	個人情報保護
	業務に係る個人情報保護の方針の妥当性について評価する。
	10
	
	

	業務全体の実施フロー

（様式２Ｃ）
	業務遂行の確実性
	業務が無理なく実施できるかどうかについて評価する。
	10
	10
	

	業務管理者

（様式２Ｄ-1）
	専門知識・経験
	予定業務管理者について、廃棄物の収集・運搬に係る専門知識・経験の内容等を評価する。
	5
	10
	

	
	専任性
	平成21年8月1日の手持ち業務が10件以上を0点とする。
	5
	
	

	業務従事者
（様式２Ｄ-2）
	配置・役割分担等
	業務実施に必要な人員体制の方針の妥当性を評価する。
	5
	5
	

	業務実績
（様式２Ｅ）
	過去5年間に従事した廃棄物関係業務の実績
	業務実績、内容及び件数を考慮し、評価する。
	5
	5
	

	見積価格・積算内訳（経費内訳書）
	提案内容に係る見積価格の妥当性
	5
	10
	

	
	積算内訳の妥当性
	5
	
	

	
	合計
	100
	


注）１．企画書等において、提出者の外部協力者へ再委任又は共同実施の提案を行う場合、業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委任等してはならず、そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。
２．積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格の１／２以上である場合は、不適切として、選定対象としないことがある。

【採点基準】



５点満点
１０点満点

・　優（十分満足できる）

　５点

　×２

・　良（満足できる）


　３点

・　可（満足できるレベルよりやや劣る）　１点

・　不可（満足できない）

　０点
（様式１）
平成　　年　　月　　日
環境省　水・大気環境局長　殿
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印　　
「平成21年度自動車低公害化推進事業費補助金（廃棄物運搬車）」執行事業に係る企画書等の提出について
標記の件について、次のとおり提出します。
１　企画書（様式２Ａ～様式２Ｅ）
２　経費内訳書
３　会社概要等

（様式２Ａ）
業務に対する理解度

次世代自動車の普及を促進することの意義について記述すること。特に、本業務では廃棄物運搬車としてハイブリッド自動車及び天然ガス自動車を導入することを踏まえ、具体的に記述すること。

	


注　本様式はA4版1枚に記載すること。
（様式２Ｂ）

業務の実施方法等の提案

(1) 補助対象の要件の詳細

	・　補助対象の要件の詳細について具体的に提案すること。




(2) 周知・募集の方針

	・　周知・募集の方針について具体的に提案すること。




(3) 審査の方針

	・　審査の方針について具体的に提案すること。




(4) 交付の方針

	・　交付の方針について具体的に提案すること。




(5) 業務に係る個人情報保護の方針
	・　業務に係る個人情報保護の方針について具体的に提案すること。




注　本様式は全項目合計でA4版3枚以内に記載すること。
（様式２Ｃ）

業務全体の実施フロー

	時　期
	業　務　内　容

	
	


注　本様式はA4版1枚に記載すること。
（様式２Ｄ-1）

業務管理者

	氏名
	
	生年月日
	

	所属
役職
	
	経験年数（うち本業務の類似業務の従事年数）

	
	
	　　　　　　　　年（　　　　　　　　年）

	学歴（卒業年次／学校種別／専攻）

	

	廃棄物の収集・運搬その他の処理の分野の経歴（直近の順に記入）

	1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　　年　　ヶ月）

2)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　　年　　ヶ月）

3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　　年　　ヶ月）

	主な手持ち業務の状況（手持ち業務の総数：平成21年8月1日現在　　　件）

	業務名
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	

	主な業務実績

	業務名
	
	契約金額
	

	発注機関
	
	履行期間
	

	○　業務の概要



	保有資格

	○　主な資格




注１　本様式はA4版1枚に記載すること。
注２　手持ち業務は、契約金額が500万円以上の業務を対象とし、受注決定後未契約のものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。

（様式２Ｄ-2）

業務従事者

	・　業務の内容ごとの業務従事者の配置、役割分担等について記述すること。



注　本様式はA4版1枚に記載すること。
（様式２Ｅ）

業務実績

過去5年間に従事した廃棄物関係業務の実績について記述すること。

	業務名
	業務の概要
	実施期間

	
	
	


注１　本様式はA4版4枚以内に記載すること。

注２　業務名は10件まで記載できるものとする。

注３　業務の概要の欄には、業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。
（担当者）


所属部署：


氏名：


TEL/FAX：


E-mail：








 15 / 15

